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疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について 

 

医療法（昭和23年法律第205号。以下「法」という。）第30条の４の規定に基づき、が

ん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病及び精神疾患の５疾病並びに救急医療、災

害時における医療、新興感染症発生・まん延時における医療、へき地の医療、周産期医療

及び小児医療（小児救急医療を含む。以下同じ。）の６事業（以下あわせて「５疾病・６

事業」という。）並びに居宅等における医療（以下「在宅医療」という。）について医療計

画に記載することとされています。 

各都道府県が医療提供体制を確保するに当たり、特に５疾病・６事業及び在宅医療につ

いては、①疾病又は事業ごとに必要となる医療機能を明確化した上で、②地域の医療機関

がどのような役割を担うかを明らかにし、さらに③医療連携体制を推進していくことが求

められています。 

医療機能の明確化から連携体制の推進に至るこのような過程を、以下、医療体制の構築

ということとします。 

５疾病・６事業及び在宅医療の医療体制を構築するに当たっては、それぞれに求められ

る医療機能を具体的に把握し、その特性及び地域の実情に応じた方策を講ずる必要がある

ことから、下記のとおり、それぞれの体制構築に係る指針を国において定めましたので、

新たな医療計画作成のための参考としていただきますようお願いします。 

なお、本通知は法第30条の８に基づく技術的助言であることを申し添えます。 

また、「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」（平成29年３月31日付け医政

地発0331第３号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）は廃止します。 

 

 

記 

 

１ 法的根拠 

法第30条の４第４項の規定に基づき、都道府県は、５疾病・６事業及び在宅医療に係

る医療連携体制に関する事項等を医療計画に定めることとされている。 

また、５疾病・６事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療体制を各都道府県が構築す

るに当たっては、法第30条の３第１項に基づき厚生労働大臣が定める医療提供体制の確

保に関する基本方針（平成19年厚生労働省告示第70号。以下「基本方針」という。）第
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四の二及び三に示すとおり、地域の医療提供施設の医療機能を医療計画に明示すること

により、患者や住民に対し、分かりやすい情報提供の推進を図る必要がある。 

一方、基本方針第二の二に示すとおり、国は５疾病・６事業及び在宅医療について調

査及び研究を行い、５疾病・６事業及び在宅医療のそれぞれに求められる医療機能を明

らかにすることとされており、本通知は、国として当該医療機能を明らかにすること等

により、都道府県の医療体制構築を支援するものである。 

なお、医療機能に関する情報の提供については、法第６条の３に基づく医療機能情報

提供制度が別途実施されている。 

５疾病・６事業及び在宅医療の医療体制構築に当たっては、当該制度により都道府県

に報告された医療機能情報を活用できること、特に、患者や住民に情報を提供するため

だけではなく、地域の医療関係者が互いに情報を共有することで信頼を醸成し、円滑な

連携を推進するためにも活用すべきであることに留意されたい。 

 

２ 策定に当たっての留意点 

別紙「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針」は、国として、①５

疾病・６事業及び在宅医療の医療機能の目安を明らかにした上で、②各医療機能を担う

地域の医療機関が互いに信頼を醸成し、円滑な連携を推進するために、都道府県が取る

べき手順を示したものである。 

都道府県においては、地域において良質かつ適切な医療を切れ目なく効率的に提供す

るため、本指針を参考にしつつ、医療計画の策定に当たられたい。 

なお策定に当たっては、次に掲げる点に留意されたい。 

① ５疾病・６事業及び在宅医療の医療体制については、各都道府県が、患者動向、医

療資源など地域の実情に応じて構築するものであること。 

② したがって、本指針は医療体制の構築のための目安であり、必ずしもこれに縛られ

るものではないこと。 

③ ５疾病・６事業ごと及び在宅医療の医療体制構築に当たっては、地域の実情に応じ

て必要性の高いものから優先的に取り組むべきものであること。 

④ 医療計画の実効性を高めるよう、５疾病・６事業及び在宅医療ごとにPDCAサイクル

を効果的に機能させ、政策循環の仕組みを強化するため、それぞれの指標を活用する

こと。 

⑤ 本指針は国における現時点での知見に基づくものであり、今後も検討、調査及び研

究を続けて適宜提示するものであること。 

 

３ 本指針の位置付け及び構成 

５疾病・６事業及び在宅医療の医療体制を含めた、医療計画制度の全体像について

は、「医療計画について」（令和５年３月31日付け医政発0331第16号厚生労働省医政局長

通知）の別紙「医療計画作成指針」により別途提示しているところである。 

「医療計画作成指針」と「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針」

との関係は別表のとおりであり、各都道府県におかれては、新たな医療計画の作成に当

たり、「医療計画作成指針」を参考に計画全体の構成、作成の手順等を検討した上で、

本指針により５疾病・６事業及び在宅医療に係る具体的な医療体制の構築及び計画の作

成を図られたい。
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精神疾患の医療体制の構築に係る指針 

 

精神疾患は症状が多様であるとともに、自覚しにくい場合があり、症状が比較的軽いう

ちには精神科医療機関を受診せず、症状が重くなり入院治療が必要な状態や状況になって

初めて精神科医療機関を受診するという場合がある。また、重症化してから入院すると、

治療が困難になるなど、長期の入院が必要となってしまう場合もある。発症してからでき

るだけ早期に必要な精神科医療が提供されれば、回復し、再び地域生活や社会生活を営む

ことができるようになる。 

精神疾患は全ての人にとって身近な病気であり、精神障害の有無やその程度にかかわら

ず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができるような地域づくりを進める必要がある。

また、長期間入院している精神障害者の地域移行を進めるに当たっては、精神科病院や地

域援助事業者による努力のみでは限界があり、自治体を中心とした地域精神保健医療福祉

の一体的な取組の推進に加えて、地域住民の協力を得ながら、差別や偏見のない、あらゆ

る人が共生できる包摂的（インクルーシブ）な社会（地域共生社会）を構築していく必要

がある。このため、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをするこ

とができるよう、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進める必要がある。

具体的には、 

① 障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医

療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援

体制を構築する必要がある。 

② 長期間入院している精神障害者のうち一定数は、地域の精神保健医療福祉体制の基盤

を整備することによって、地域生活への移行が可能であることから、精神病床における

入院需要（患者数）を明確にした上で、医療計画、障害福祉計画、介護保険事業（支援）

計画に基づき地域移行に伴う基盤整備を推し進める必要がある。また、第７期障害福祉

計画（令和６～令和８年度）においても第６期障害福祉計画と同様に、包括的かつ継続

的な地域生活支援連携体制整備を今後も計画的に推進する観点から、地域移行に伴う基

盤整備量（利用者数）や、精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数

（地域平均生活日数）等が成果目標として検討されている。 

さらに、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）に基づ

く良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針（平成 26 年厚生

労働省告示第 65 号）を踏まえて、統合失調症、うつ病・躁うつ病、認知症、児童・思春

期精神疾患、依存症などの多様な精神疾患等ごとに医療機関の役割分担を整理し、相互の

連携を推進するとともに、患者本位の医療を実現していけるよう、医療計画に基づき、作

業部会等を通じて、各医療機関の医療機能を明確化する必要がある。 

本指針では、「第１ 精神疾患の現状」で多様な精神疾患等ごとの現状・課題を概観し、

それらを踏まえつつ、「第２ 医療体制の構築に必要な事項」でどのような医療体制を構

築すべきかを示している。 

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第３ 構築の具体的な手順」に即して、地域の現

状を把握・分析した上で、地域の実情に応じて圏域（精神医療圏）を設定し、その圏域ご

とに不足している医療機能又は調整・整理が必要な医療機能を明確にして、医療機関相互

の連携の検討を行い、最終的には都道府県全体で評価を行えるようにすること。 
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第１ 精神疾患の現状 

１ 現状・課題 

精神疾患は、近年その患者数が増加しており、令和２年には推定患者数約 615 万人

となっている1。そのうち、入院患者数は約 29 万人、外来患者数は約 586 万人であり、

１年以上の長期入院患者数は約 17 万人である１。我が国での調査結果では、国民の４

人に１人（25％）が生涯でうつ病等の気分障害、不安障害及び物質関連障害のいずれ

かを経験していることが明らかとなっている2。 

一般の方々を対象とした令和３年の調査では、３割から５割程度の方が様々な不安

を感じており3、精神保健医療福祉上のニーズや精神疾患は住民に広く関わっている。

令和３年３月にとりまとめられた「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構

築に係る検討会」報告書においては、精神保健医療福祉上のニーズを有する方が必要

な保健医療サービス及び福祉サービスの提供を受け、地域の一員として安心して生活

することができるよう、精神疾患や精神障害に関する普及啓発を推進することが重要

であるとされている。国においては、こうした観点を踏まえつつ、令和３年度より、

心のサポーター（精神疾患への正しい知識と理解を持ち、メンタルヘルスの問題を抱

える家族や同僚等に対する傾聴を中心とした支援者）の養成に向けた研修を開始する

など、精神疾患に係る普及啓発を進めている。 

また、令和４年６月にとりまとめられた「障害者総合支援法改正施行後３年の見直

しについて」（社会保障審議会障害者部会報告書）においては、地域共生社会を実現

するために、身近な市町村で精神保健に関する相談支援が受けられる体制を整備する

ことが求められているほか、人権擁護の観点から、入院医療を必要最小限にするため

の取組や、不適切な隔離・身体的拘束をゼロとする取組についても求められている。 

 

(1) 統合失調症 

（患者動態） 

令和２年に医療機関を継続的に受療している統合失調症の総患者数は約 88 万

人（うち入院患者数は約 14 万人であり、その中で１年以上長期入院患者数は約

11 万人）である１。長期入院患者（認知症を除く。）を対象とした全国調査では、

１年以上の長期入院精神障害者（認知症を除く。）の多くは、地域の精神保健医

療福祉体制の基盤を整備することによって、入院から地域生活への移行が可能で

あると示唆されている。また、治療法の普及や、精神科リハビリテーションをは

じめとする予防的アプローチの充実などによって、入院から地域生活へのさらな

る移行が期待されている4。 

（政策動向） 

厚生労働省は、難治性の重症な精神症状を有する患者が、どこに入院していて

も、治療抵抗性統合失調症治療薬や閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法

（mECT）等の専門的治療を受けることのできる地域連携体制を構築するために、

平成 26 年度から平成 29 年度にかけて、難治性精神疾患地域連携体制整備事業

 
1 厚生労働省「患者調査」（令和２年） 
2 厚生労働科学研究「こころの健康についての疫学調査に関する研究」（研究代表者 川上憲人）（平成 18

年度） 
3 厚生労働省障害者総合福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症流行下におけるメンタルヘルスに関す

る相談対応」（株式会社インテージリサーチ）（令和３年度） 
4 厚生労働科学研究「精神障害者の重症度判定及び重症患者の治療体制等に関する研究」（研究代表者 安

西信雄）（平成 25～27 年度） 



   

 

55 

（モデル事業）を実施した。大阪府、兵庫県、岡山県、沖縄県等が参加し、治療

抵抗性統合失調症治療薬導入数の増加など一定の実績をあげながら、それぞれの

地域の実情を踏まえた地域連携体制を構築している。また、令和３年度からは、

治療抵抗性統合失調症治療薬の投与基準を緩和する等、病状を軽快させる治療法

の普及を推進している。 

さらに、主治医と相談しながら、症状に合わせ、必要な治療を地域で継続でき

る体制を整備していくため、令和４年度診療報酬改定において、精神科外来への

通院及び重点的な支援を要する患者に対して、多職種による包括的支援マネジメ

ントに基づいた相談・支援等を実施した場合についての評価として、療養生活継

続支援加算を新設した。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、統合失調症に対応できる医療機関を明確にする必

要がある。また、統合失調症に対応できる専門職を養成するとともに多職種連

携・多施設連携を推進するために、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能

の強化を図る必要がある。加えて、治療抵抗性統合失調症治療薬や mECT 等の専

門的治療方法が必要な時に必要な場所で受けられるように、それぞれの地域の実

情を踏まえた地域連携体制を構築する必要がある。 

また、都道府県で統合失調症について検討するに当たっては、別表５に示す指

標例に関連して、「治療抵抗性統合失調症治療薬を精神病床の入院で使用した病

院数」、「治療抵抗性統合失調症治療薬を外来で使用した医療機関数」、「統合

失調症を入院診療している精神病床を持つ病院数」、「統合失調症を外来診療し

ている医療機関数」、「閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を実施した医

療機関数」、「治療抵抗性統合失調症治療薬を使用した入院患者数(精神病床)」、

「治療抵抗性統合失調症治療薬を使用した外来患者数」、「統合失調症患者にお

ける治療抵抗性統合失調症治療薬の使用率」、「統合失調症の精神病床での入院

患者数」、「統合失調症外来患者数」及び「閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙

攣療法を実施した患者数」について現状を把握した上で課題を検討し、目標を設

定することが望ましい。 

 

(2) うつ病・躁うつ病 

（患者動態） 

令和２年に医療機関を継続的に受療しているうつ病・躁うつ病の総患者数は約

172万人（うち入院患者数は約３万人）である 1。 

（政策動向） 

厚生労働省は、平成 23 年度より「認知行動療法研修事業」として、認知行動

療法の普及を目的に、医師等を対象とした研修を実施している。また、平成 20

年度より「かかりつけ医等心の健康対応力向上研修事業」として、うつ病患者の

早期発見・早期治療を目的に、一般内科医等かかりつけ医を対象に研修を実施し

ている。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、うつ病・躁うつ病の患者に認知行動療法や mECT

が実施できる医療機関を明確にする必要がある。また、うつ病・躁うつ病に対応

できる専門職の養成や多職種連携・多施設連携の推進のため、地域連携拠点機能

及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要がある。この際、「認知行動療法研

修事業」や「かかりつけ医等心の健康対応力向上研修事業」を活用すること。 
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なお、都道府県でうつ病・躁うつ病について検討するに当たっては、別表５に

示す指標例に関連して、「閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を実施した

医療機関数」、「認知療法・認知行動療法を算定した医療機関数」、「うつ・躁

うつ病を入院診療している精神病床を持つ病院数」、「うつ・躁うつ病を外来診

療している医療機関数」、「閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を実施し

た患者数」、「認知療法・認知行動療法を算定した患者数」、「うつ・躁うつ病

の精神病床での入院患者数」及び「うつ・躁うつ病外来患者数」について現状を

把握した上で課題を検討し、目標を設定することが望ましい。 

 

(3) 認知症 

（患者動態） 

我が国における認知症高齢者の数は、調査研究による推計では、平成 24（2012）

年で 462 万人と 65 歳以上高齢者の約７人に１人と推計されている。認知機能低

下のある人（軽度認知障害（MCI））と推計される約 400万人と合わせると、65歳

以上高齢者の約４人に１人が認知症の人又はその予備軍とも言われている。また、

高齢化の進展に伴い令和７（2025）年には、675万人～730万人、すなわち約 700

万人と約５人に１人に上昇すると見込まれている5。なお、令和２年に医療機関

を継続的に受療している認知症の総患者数は 100.5 万人であり、うち入院患者数

は 7.6万人である 1。 

（政策動向） 

認知症施策を政府全体で強力に推進するため、令和元年６月 18 日、認知症施

策推進関係閣僚会議において、「認知症施策推進大綱（以下「大綱」という。）」

がとりまとめられた。 

大綱では、認知症の人や家族等の視点を重視しながら、「共生」と「予防」を

車の両輪として施策を推進していくという基本的な考え方の下、５つの柱に沿っ

て KPI を設定し、施策を推進している。大綱においても、早期診断・早期対応を

軸に、医療・介護等の有機的連携により、認知症の容態の変化に応じた適時・適

切な医療・介護等が提供される循環型の仕組みを実現していくこととしている。 

大綱は、令和７年までを対象期間としており、令和４年は策定後３年の中間年

であることから、各種施策の進捗状況について確認し、一部の KPI を新たに設定

するなど必要な対応を行った。 

認知機能低下のある人や、認知症の人の早期発見・早期対応のためには、地域

の関係機関の日頃からの有機的な連携が必要である。そのため、地域の高齢者等

の保健医療・介護等に関する相談窓口である地域包括支援センター、地域支援体

制づくりや認知症の人や家族等の相談対応等も行う認知症地域支援推進員及び認

知症の人の日常診療・相談を担うかかりつけ医等の地域機関は、関係機関間のネ

ットワークの中で、認知症疾患医療センター等の専門機関と連携し、認知症の疑

いがある人に早期に気づいて本人が安心して暮らしていけるように適切に対応す

るとともに、認知症と診断された後の本人・家族等を支援に繋げるように努める

こと。また、本人自身が早く気づき、早期対応できるように情報提供や支援を行

う視点も重要である。さらに日常的に連携機能を有する歯科医療機関や薬局等も、

 
5 厚生労働科学研究「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（研究代表者 二宮利治）

（平成 26 年度）  
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認知症の人の状況に応じた口腔機能の管理や服薬指導、高齢者のポリファーマシ

ー対策を始めとした薬物療法の適正化のための取組を推進すること。 

     医療従事者の認知症対応力の向上のために、平成 18 年度より、認知症の早期     

発見・早期対応、医療の提供などのための地域のネットワークの中で重要な役割

を担うかかりつけ医の認知症対応力向上研修を実施し、令和３年度末時点で受講

者数は 72,299 人が受講した。さらに専門医療機関や地域包括支援センター等と

の連携の推進役となる医師として養成される認知症サポート医は、令和 3 年度末

時点で 12,370 人が養成されている。認知症対応力向上研修については、徐々に

受講対象職種を拡大し、令和３年度末時点で歯科医師 21,824 人、薬剤師 42,564

人、看護師等 25,892 人が受講し、看護師については病院勤務以外を対象に拡大

したところであり、今後、病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修など

におけるその他の医療職も含め、さらに、認知症の人に関わる医療従事者の研修

を進めていくこと。 

（地域における医療介護体制の構築） 

平成 20 年度より、認知症の発症初期から、状況に応じて医療と介護が一体と

なった認知症の人への支援体制の構築を図ることを目的に、認知症疾患医療セン

ター運営事業を開始し、令和４年 10 月末時点において全国で 499 か所の認知症

疾患医療センター（基幹型 21 か所、地域型 382 か所、連携型 96 か所）が都道府

県及び指定都市により設置されている。 

また、速やかに適切な医療・介護等が受けられる初期の対応体制が構築される

よう、認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族等を、複数の専門職が訪問

し、アセスメント、家族支援などの初期の支援を包括的、集中的に行い、自立支

援のサポートを行う認知症初期集中支援チームを平成 30 年 4 月までに全市町村

に設置した。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

認知症医療・介護に携わる者は、認知症の人を個性、想い、人生の歴史などを

持つ主体として尊重し、できる限り各々の意思や価値観に共感し、できないこと

ではなく、できることやできる可能性のあることに目を向けて、本人が有する力

を最大限に活かしながら、地域社会の中で本人のなじみの暮らし方やなじみの関

係が継続できるよう、伴走者として支援していくことが重要である。 

第８次医療計画においては、認知症は誰もがなりうるものであるという前提の

下、本人主体の医療・介護の原則が、その提供に携わる全ての者にとって、認知

症の人が置かれた環境の下で、認知症の類型や進行段階を十分理解し、容態の変

化に応じた全ての期間を通じて共有すべき基本理念であることを改めて徹底し、

医療・介護等の質の向上を図っていく必要がある。 

そのためには、認知症施策推進大綱や介護保険事業（支援）計画との整合性を

図りつつ、地域の実情に応じた医療提供体制の整備、具体的には、早期の診断・

治療や行動・心理症状（BPSD）への対応等を含む更なる認知症対応力の向上、多

職種連携・多施設連携の推進のための地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機

能の強化等を図る必要がある。その際には、以下について留意されたい。 

① 早期診断・早期対応のための体制整備 

（かかりつけ医、歯科医師、薬剤師及び看護師等の認知症値応力向上と認知症サ

ポート医養成） 
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認知症の症状や認知症の早期発見・早期対応、軽度認知障害に関する知識の

普及啓発を進め、本人や家族等が小さな異変を感じたときに速やかに適切な機

関に相談できるようにすること。 

（認知症初期集中支援チームの取組の推進） 

認知症初期集中支援チームの取組が円滑に行えるよう、医療関係団体との調

整を図る等、市町村の支援を行うこと。 

（認知症疾患医療センターの整備） 

都道府県は、二次医療圏ごとに地域の医療計画との整合性を図り、認知症疾

患医療センターを計画的に整備すること。また、基幹型、地域型、連携型の類

型毎の認知症疾患医療センターの役割を踏まえた上で、相談及び診断後支援等

の体制を含めた事業内容の充実を図るともに、さらに事業の評価を実施して事

業の質の向上・維持を図っていくこと。 

認知症疾患医療センターは、地域の認知症に関する医療提供体制の中核とし

て、かかりつけ医や地域包括支援センター等の関係機関と連携し、地域の介

護・医療資源等を有効に活用するためのネットワークづくりを進めるとともに、

認知症の速やかな鑑別診断、診断後の本人・家族等のフォロー、連携病院での

対応を含めた症状増悪期への対応、BPSD や身体合併症に対する急性期医療、

BPSD・せん妄予防等のための継続した医療・ケア体制の整備などを行うこと。 

② 医療従事者等の認知症対応力向上の促進 

     認知症の疑いがある人への早期の気づき、BPSDへの対応等、さらに本人の意

思を尊重するために、意思決定支援ガイドラインを活用した認知症の適切な対

応力の向上を図る必要があり、認知症の早期発見・早期対応、医療の提供など

のための地域のネットワークの中で重要な役割を担う、かかりつけ医、歯科医

師、薬剤師、看護師等に対する認知症対応力向上研修、かかりつけ医を適切に

支援する認知症サポート医養成のための養成研修をさらに行うこと。 

 BPSDや身体合併症対応などを行う医療機関では、身体合併症への早期対応と

認知症への適切な対応のバランスのとれた対応が求められている。そのため、

病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修、看護職員認知症対応力向上

研修、病院勤務以外（診療所、訪問看護ステーション、介護事業所等）の看護

師等認知症対応力向上研修を関係団体の協力を得ながら実施し、認知症の人に

関わる医療従事者の認知症の疑いがある人への早期の気づき、BPSDへの対応等、

さらに認知症の適切な対応力の向上を図る必要がある。 

③ 医療・介護等の有機的な連携の推進による適切な治療等の提供や在宅復帰の

ための支援体制の整備 

認知症の人に BPSD や身体合併症等が見られた場合にも、医療機関等で適切

な治療やリハビリテーションを実施されるとともに、退院後も認知症の人のそ

のときの容態にもっともふさわしい場所で適切なサービスが提供される循環型

の仕組みを構築すること。さらに早期退院を阻害する要因を検討した上で、円

滑な退院や在宅復帰のための支援体制を整備すること。 

（認知症地域支援推進員の取組の推進） 

認知症地域支援推進員が行う医療・介護等のネットワークの構築等の取組が

円滑に進むよう、医療関係団体との調整を図る等、市町村の支援を行うこと。 

（認知症ケアパスの活用） 
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地域で作成した認知症ケアパスについて、認知症の人やその家族等、医療・

介護関係者等の間で共有され、サービスが切れ目なく提供されるよう、その活

用を推進すること。 

（若年性認知症の人やその家族等の支援） 

若年性認知症の人が、発症初期の段階から、その症状・社会的立場や生活環

境などの特徴を踏まえ、認知機能が低下してきてもできることを可能な限り続

けながら適切な支援を受けられるよう、認知症疾患医療センター等の専門医療

機関と若年性認知症支援コーディネーターとの連携等、若年性認知症の人やそ

の家族等を支援する関係者のネットワークの構築を推進し、若年性認知症の人

の就労・社会参加を進めること。 

 

(4) 児童・思春期精神疾患及び発達障害 

（患者動態） 

令和２年に医療機関を継続的に受療している 20 歳未満の精神疾患を有する総

患者数は約 60 万人である 1。 

また、令和２年に医療機関を継続的に受療している発達障害者支援法（平成 16

年法律第 167 号）に規定する発達障害（F80-F89,F90-F98）の総患者数は約 59 万

人 1である。 

（政策動向） 

厚生労働省は、平成 13 年度より、児童思春期の心の問題に関する専門家を養

成するために、医師、看護師、保健師、精神保健福祉士、公認心理師等を対象に

「思春期精神保健研修」を行っている。また、平成 24 年度より、様々な子ども

の心の問題、被虐待児の心のケアや発達障害に対応するため、子どもの心の診療

ネットワーク事業を実施しており、令和３年３月末時点で、21自治体で実施され

ている。 

また、平成 17 年４月の発達障害者支援法施行により、国立精神・神経医療研

究センターにおいて、都道府県・政令指定都市の発達障害診療の指導的役割を担

う者に対する研修を実施している。平成 28 年８月の改正発達障害者支援法施行

により、都道府県・政令指定都市が発達障害者の支援（診療等を含む。）に関す

る情報の共有や緊密な連携、体制の整備等について検討する発達障害者支援地域

協議会の設置が位置付けられた。平成 29 年１月の総務省による「発達障害者支

援に関する行政評価・監視」では、厚生労働省に対して、発達障害者の専門的医

療機関の確保と公表を積極的に進めることを勧告している。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、｢児童・思春期精神科入院医療管理料｣を算定した

医療機関、20歳未満の精神疾患を有する患者への入院・外来診療を行っている医

療機関等の児童・思春期精神疾患に対応できる医療機関や、発達障害に対応でき

る医療機関を明確にする必要がある。また、児童・思春期精神疾患や発達障害に

対応できる専門職の養成や多職種連携・多施設連携の推進のため、地域連携拠点

機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要がある。この際、「思春期精神

保健研修」や「かかりつけ医等発達障害対応力向上研修」を活用すること。 

なお、都道府県で児童・思春期精神疾患及び発達障害について検討するに当た

っては、別表５に示す指標例に関連して、「児童・思春期精神科入院医療管理料

を算定した医療機関数」、「20歳未満の精神疾患を入院診療している精神病床を

持つ病院数」、「20歳未満の精神疾患を外来診療している医療機関数」、「知的
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障害を入院診療している精神病床を持つ病院数」、「知的障害を外来診療してい

る医療機関数」、「発達障害を入院診療している精神病床を持つ病院数」、「発

達障害を外来診療している医療機関数」、「児童・思春期精神科入院医療管理料

を算定した患者数」、「20歳未満の精神疾患の精神病床での入院患者数」、「20

歳未満の精神疾患外来患者数」、「知的障害の精神病床での入院患者数」、「知

的障害外来患者数」、「発達障害の精神病床での入院患者数」及び「発達障害外

来患者数」について現状を把握した上で課題を検討し、目標を設定することが望

ましい。 

 

(5) 依存症 

① アルコール依存症 

（患者動態） 

令和２年に医療機関を継続的に受療しているアルコール依存症の総患者数は

約５万人である 1。 

（政策動向） 

平成 26 年６月１日に施行されたアルコール健康障害対策基本法（平成 25 年

法律第 109 号）に基づき、令和３年３月 26 日にアルコール健康障害対策推進

基本計画（第２期（令和３年度から令和７年度まで））が閣議決定された。本

計画で取り組む施策として、都道府県等において、アルコール健康障害に対応

できる専門医療機関の質的・量的拡充に向けて、取組を進めると明記されてい

る。 

厚生労働省は、平成 29 年度より国立病院機構久里浜医療センターを全国拠

点機関として指定し、地域において依存症の治療に当たる医療従事者や相談対

応に当たる職員等を対象とした研修や、依存症に関する情報発信等を行う「依

存症対策全国拠点機関設置運営事業」を実施している。また、都道府県・政令

指定都市等の自治体が、依存症専門医療機関や依存症治療拠点機関等の選定の

ための体制構築等を行う「依存症対策地域支援事業」を実施している。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、アルコール依存症に対応できる医療機関を明確

にする必要がある。また、アルコール依存症に対応できる専門職の養成や多職

種連携・多施設連携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機

能の強化を図る必要がある。この際、「アルコール健康障害対策推進基本計画」

を踏まえ、「依存症対策地域支援事業」の依存症専門医療機関や依存症治療拠

点機関を活用すること。 

なお、都道府県でアルコール依存症について検討するに当たっては、別表５

に示す指標例に関連して、「依存症専門医療等機関（依存症専門医療機関、依

存症治療拠点機関）数」、「依存症入院医療管理加算（アルコール依存症）を算

定した精神病床を持つ病院数」、「依存症集団療法（アルコール依存症）を外来

で算定した医療機関数」、「アルコール依存症を入院診療している精神病床を持

つ病院数」、「アルコール依存症を外来診療している医療機関数」、「依存症入院

医療管理加算（アルコール依存症）を算定した患者数」、「依存症集団療法（ア

ルコール依存症）を外来で実施した患者数」、「アルコール依存症の精神病床で

の入院患者数」、「アルコール依存症外来患者数」及び「依存症専門医療機関の

うち依存症治療拠点機関における紹介患者数及び逆紹介患者数」について現状

を把握した上で課題を検討し、目標を設定することが望ましい。 
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② 薬物依存症 

（患者動態） 

令和２年に医療機関を継続的に受療している薬物依存症の総患者数は約５千

人である 1。 

（政策動向） 

平成 28 年 12 月 14 日に施行された再犯の防止等の推進に関する法律（平成

28 年法律第 104 号）に基づき、令和５年３月 17 日に第二次再犯防止推進計画

が閣議決定された。本計画では、薬物依存症治療の専門医療機関の充実や、薬

物依存症者の治療・支援等に知識を有する医療関係者の育成等が明記されてい

る。 

厚生労働省は、平成 29 年度より「依存症対策全国拠点機関設置運営事業」

を実施している。また、都道府県・政令指定都市等の自治体が、依存症専門医

療機関や依存症治療拠点機関等の選定のための体制構築等を行う「依存症対策

地域支援事業」を実施している。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、薬物依存症に対応できる医療機関を明確にする

必要がある。また、薬物依存症に対応できる専門職の養成や多職種連携・多施

設連携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図

る必要がある。この際、再犯防止推進計画を踏まえ、「依存症対策地域支援事

業」の依存症専門医療機関や依存症治療拠点機関を活用すること。 

なお、都道府県で薬物依存症について検討するに当たっては、別表５に示す

指標例に関連して、「依存症専門医療等機関（依存症専門医療機関、依存症治

療拠点機関）数」、「依存症入院医療管理加算（薬物依存症）を算定した精神病

床を持つ病院数」、「依存症集団療法（薬物依存症）を外来で算定した医療機関

数」、「薬物依存症を入院診療している精神病床を持つ病院数」、「薬物依存症を

外来診療している医療機関数」、「依存症入院医療管理加算（薬物依存症）を算

定した患者数」、「依存症集団療法（薬物依存症）を外来で実施した患者数」、

「薬物依存症の精神病床での入院患者数」、「薬物依存症外来患者数」及び「依

存症専門医療機関のうち依存症治療拠点機関における紹介患者数及び逆紹介患

者数」について現状を把握した上で課題を検討し、目標を設定することが望ま

しい。 

③ ギャンブル等依存症 

（患者動態） 

令和２年に医療機関を継続的に受療しているギャンブル等依存症患者の総患

者数は約３千人である 1。 

（政策動向） 

平成 30 年 10 月に施行されたギャンブル等依存症対策基本法（平成 30 年法

律第 74 号）に基づき、令和４年３月 25 日に閣議決定されたギャンブル等依存

症対策推進基本計画（令和４年度から令和６年度まで）では、令和５年度まで

を目途に、全都道府県・政令指定都市において専門医療機関等の整備を目指す

こととしている。 

厚生労働省は、平成 29 年度より「依存症対策全国拠点機関設置運営事業」

を実施している。また、都道府県・政令指定都市等の自治体が、依存症専門医
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療機関や依存症治療拠点機関等の選定のための体制構築等を行う「依存症対策

地域支援事業」を実施している。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、ギャンブル等依存症に対応できる医療機関を明

確にする必要がある。また、ギャンブル等依存症に対応できる専門職の養成や

多職種連携・多施設連携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠

点機能の強化を図る必要がある。この際、ギャンブル等依存症対策推進基本計

画を踏まえ、「依存症対策地域支援事業」の依存症専門医療機関や依存症治療

拠点機関を活用すること。 

なお、都道府県でギャンブル等依存症について検討するに当たっては、別表

５に示す指標例に関連して、「依存症専門医療等機関（依存症専門医療機関、

依存症治療拠点機関）数」、「依存症集団療法（ギャンブル依存症）を外来で算

定した医療機関数」、「ギャンブル等依存症を入院診療している精神病床を持つ

病院数」、「ギャンブル等依存症を外来診療している医療機関」、「依存症集団療

法（ギャンブル依存症）を外来で実施した患者数」、「ギャンブル等依存症の精

神病床での入院患者数」、「ギャンブル等依存症外来患者数」及び「依存症専門

医療機関のうち依存症治療拠点機関における紹介患者数及び逆紹介患者数」に

ついて現状を把握した上で課題を検討し、目標を設定することが望ましい。 

 

(6) 外傷後ストレス障害（PTSD） 

（患者動態） 

令和２年に医療機関を継続的に受療している PTSD の総患者数は約７千人であ

る 1。 

（政策動向） 

厚生労働省は、平成８年より災害・事件・事故等による PTSD への心のケアの

重要性を鑑みて、PTSD の専門家を養成するために「PTSD 対策専門研修」を行っ

ている。 

令和３年３月に策定された第４次犯罪被害者等基本計画（令和３年３月 30 日

閣議決定）では、被害者へ心のケアを提供することの重要性が明記されている。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、PTSDに対応できる医療機関を明確にする必要があ

る。また、PTSDに対応できる専門職の養成や多職種連携・多施設連携の推進のた

め、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要がある。 

なお、都道府県で PTSD について検討するに当たっては、別表５に示す指標例

に関連して、「PTSD を入院診療している精神病床を持つ病院数」、「PTSD を外

来診療している医療機関数」、「認知療法・認知行動療法を算定した医療機関

数」、「PTSD の精神病床での入院患者数」、「PTSD 外来患者数」及び「認知療

法・認知行動療法を算定した患者数」について現状を把握した上で課題を検討し、

目標を設定することが望ましい。 

 

(7) 高次脳機能障害 

（患者動態） 

平成 13～平成 17 年度の高次脳機能障害支援モデル事業における調査では、高
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次脳機能障害者は、全国に約 27万人いると推計されている6。 

（政策動向） 

厚生労働省は、平成 18 年度より高次脳機能障害及びその関連障害に対する支

援普及事業を地域生活支援事業において実施している。国立障害者リハビリテー

ションセンター内に「高次脳機能障害情報・支援センター」を設置する他、都道

府県の支援拠点機関に支援コーディネーターを配置し、専門的な相談支援、関係

機関との連携、調整を行っている。自治体職員、福祉事業者、医療関係者を対象

に高次脳機能障害支援に関する研修を行い、地域における高次脳機能障害支援の

普及を図っている。支援拠点機関は、令和４年４月時点で、全国に 120 か所整備

している。また、令和５年度より、「高次脳機能障害及びその関連障害に対する

地域支援ネットワーク構築促進事業」を地域生活支援促進事業として実施する。

高次脳機能障害の当事者への専門的相談支援及び医療と福祉の一体的な支援を普

及・定着させるため、高次脳機能障害の診断及びその特性に応じた支援サービス

の提供を行う協力医療機関（医療機関、リハビリ機関等）及び専門支援機関（就

労支援機関、教育機関等）を確保・明確化する。さらに、地域の関係機関が相互

に連携・調整を図り、当事者やその家族等の支援に資する情報提供を行う地域支

援ネットワークを構築し、切れ目のない充実した支援体制の促進を図る。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、高次脳機能障害に対応できる医療機関を明確にす

る必要がある。また、高次脳機能障害に対応できる専門職の養成や多職種連携・

多施設連携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を

図る必要がある。この際、「高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及

事業」の取組を参考にしつつ、｢高次脳機能障害支援拠点機関｣を活用すること。 

なお、都道府県で高次脳機能障害について検討するに当たっては、別表５に示

す指標例に関連して、「高次脳機能障害支援拠点機関数」について現状を把握し

た上で課題を検討し、目標を設定することが望ましい。 

 

(8) 摂食障害 

（患者動態） 

令和２年に医療機関を継続的に受療している摂食障害の総患者数は約４万人で

ある 1。 

（政策動向） 

厚生労働省は、平成 26 年度より摂食障害患者が早期に適切な支援を受けられ

るように、摂食障害治療支援センター設置運営事業を実施している。この事業で

は令和４年度末において、宮城県、千葉県、石川県、静岡県、福岡県の５県が、

地域の診療の拠点となる医療機関を「摂食障害支援拠点病院」として指定し、摂

食障害支援拠点病院と県の協働によって、摂食障害に関する知識・技術の普及啓

発、他医療機関への研修・技術的支援、患者・家族等への技術的支援、関係機関

との地域連携支援体制構築のための調整を行っている。また、国立精神・神経医

療研究センターを「摂食障害全国支援センター」として指定し、摂食障害支援拠

点病院の指導・助言、摂食障害支援拠点病院で集積されたデータの分析・評価、

全国の医療関係者や養護教諭を対象とした摂食障害患者の対応に関する研修を行

っている。 

 
6 「高次脳機能障害ハンドブック―診断・評価から自立支援まで」（編集 中嶋八十一、寺島彰）医学書院 
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（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、摂食障害に対応できる医療機関を明確にする必要

がある。また、摂食障害に対応できる専門職の養成や多職種連携・多施設連携の

推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要があ

る。この際、「摂食障害治療支援センター設置運営事業」の取組を参考にしつつ、

「摂食障害支援拠点病院」を活用すること。 

なお、都道府県で摂食障害について検討するに当たっては、別表５に示す指標

例に関連して、「摂食障害支援拠点病院数」、「摂食障害入院医療管理加算を算

定した病院数」、「摂食障害を外来診療している医療機関数」、「摂食障害を入

院診療している精神病床を持つ病院数」、「認知療法・認知行動療法を算定した

医療機関数」、「摂食障害入院医療管理加算を算定した患者数」、「摂食障害の

精神病床での入院患者数」、「摂食障害外来患者数」、「認知療法・認知行動療

法を算定した患者数」及び「摂食障害支援拠点病院における紹介患者数及び逆紹

介患者数」について現状を把握した上で課題を検討し、目標を設定することが望

ましい。 

 

(9) てんかん 

（患者動態） 

令和２年に医療機関を継続的に受療しているてんかんの総患者数は約 42 万人

である 1。 

（政策動向） 

厚生労働省は、てんかん患者が早期に適切な支援を受けられるように、平成 27

年度よりてんかん地域診療連携体制整備事業を実施している。この事業では、令

和４年度末において、25都道府県が、地域の診療の拠点となる医療機関を「てん

かん支援拠点病院」として指定し、てんかん支援拠点病院と都道府県等との協働

により、てんかんに関する知識の普及啓発、患者や家族の相談支援及び治療、地

域の医療機関への助言・指導、医療従事者等への研修、関係機関等との地域連携

支援体制の構築のための協議会の開催等の取組を行っている。また、それぞれの

てんかん支援拠点病院に、てんかん診療コーディネーターを配置し、患者及び家

族に対し相談援助を適切に実施するよう努めている。さらに、国立精神・神経医

療研究センターを「てんかん全国支援センター」として指定し、各支援拠点病院

の指導・助言、てんかん支援拠点病院で集積されたデータの分析・評価等を行っ

ている。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、てんかんに対応できる医療機関を明確にする必要

がある。また、てんかんに対応できる専門職の養成や多職種連携・多施設連携の

推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要があ

る。この際、｢てんかん地域診療連携体制整備事業」の取組を参考にしつつ、

「てんかん支援拠点病院」を活用すること。 

なお、都道府県でてんかんについて検討するに当たっては、別表５に示す指標

例に関連して、「てんかん支援拠点病院数」、「てんかんを入院診療している精

神病床を持つ病院数」、「てんかんを外来診療している医療機関数」、「てんか

んの精神病床での入院患者数」、「てんかん外来患者数」及び「てんかん支援拠

点病院における紹介患者数及び逆紹介患者数」について現状を把握した上で課題

を検討し、目標を設定することが望ましい。 
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(10) 精神科救急 

（基本情報） 

精神科救急医療体制整備事業報告に基づく令和２年度の夜間・休日の受診件数

は約 3.5 万件（人口 100 万人あたり１日 0.79 件）、入院件数は約 1.7 万件（同

0.38 件）となっている7。また、消防庁の調査では、令和２年中の疾病分類別収

容平均所要時間（入電から医師引継ぎまでの時間）において、全体の平均が 40.6

分であったのに対して、精神疾患を主な理由として搬送された傷病者の平均は

44.2分と長かった8。 

（政策動向） 

都道府県は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 19 条の 11 に基づき、

緊急な医療を必要とする全ての精神障害者が、迅速かつ適正な医療を受けられる

よう、精神科救急医療体制の確保に努める必要がある。都道府県又は政令指定都

市は、精神科救急医療体制整備事業を活用して、精神科救急医療体制連絡調整委

員会を設置し、精神科救急医療施設の確保及びその円滑な運営を図ってきている。

また、精神科救急情報センターを整備し、救急医療情報センターや救急医療機関

や消防機関等からの要請に対し、身体疾患を合併している者も含め、緊急な医療

を必要とする精神障害者の搬送先医療機関の紹介に努めてきている。あわせて、

厚生労働省は、精神科救急医療体制整備事業の実施要綱に基づき、精神科救急医

療圏域単位での精神科救急医療体制及び身体合併症患者の医療提供体制の確保に

向けた検討を実施するとともに、関係機関（警察、消防、一般救急等）との研修

を通じた相互理解の推進を求めている。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、精神科救急に対応できる医療機関を明確にする必

要がある。また、精神科救急に対応できる専門職の養成や多職種連携・多施設連

携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要

がある。さらに、特定の医療機関に負担が集中しないように、例えば、夜間休日

における精神科救急外来と精神科救急入院を区分して受入体制を構築する等、地

域の実情を踏まえて連携体制を検討する必要がある。この際、「精神科救急医療

体制整備事業」の精神科救急医療施設（病院群輪番型、常時対応型）、外来対応

施設及び身体合併症対応施設を活用すること。 

なお、都道府県で精神科救急について検討するに当たっては、別表５に示す指

標に関連して、「精神科救急医療機関数」、「精神科救急急性期医療入院料を算定

した医療機関数」、「精神科救急医療体制整備事業における入院件数」、「精神科救

急医療体制整備事業における受診件数」及び「精神疾患の救急車平均搬送時間」

について現状を把握した上で課題を検討し、目標を設定することが望ましい。 

 

(11) 身体合併症 

（基本情報） 

身体合併症対応については、精神科救急医療を担う医療機関の多くは精神科単

科の医療機関であり、受入れが困難である場合も少なくない。一方、精神科以外

 
7 厚生労働科学研究「精神科救急医療体制整備の均てん化に資する研究」（研究代表者 杉山直也）（令和

３年度） 
8 総務省消防庁「令和３年版 救急・救助の現況」（令和３年） 
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の診療科においては、患者が精神疾患を合併している場合の対応に苦慮している

ことが多い点も指摘されている。また、身体疾患と精神疾患ともに入院による治

療を必要とする患者が発生する割合は人口１万人対年間 2.5 件と推計されており
9、救命救急センターの入院患者のうち、12％の入院患者は何らかの精神科医療

を必要とし、2.2％の入院患者は身体疾患と精神疾患ともに入院による治療を必

要とするとされる10。 

（政策動向） 

厚生労働省は、精神科救急医療体制整備事業において、精神科救急医療圏域単

位での身体合併症患者の医療提供体制の確保に向けた検討を都道府県に求めてい

る。また、令和３年１月に取りまとめられた「精神科救急医療体制整備に係るワ

ーキンググループ」報告書では、身体合併症対応の充実を図る観点から、一般の

救急医療機関に搬送等された精神障害を有する方等及び地域住民の対応について、

対診や訪問、電話等による助言等を行う取組が可能となるよう必要な体制整備を

図る必要があるとともに、精神科救急医療体制整備に関わる関係団体、精神科病

院や精神科診療所は、一般の救急医療体制における会議体へ参画し、身体合併症

を有する方への対応に関する課題に係る検討に取り組む必要があるとしている。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

精神障害を有する方等及び地域住民の負担に配慮したアクセスのしやすさを確

保する観点から、精神症状と身体症状を一元的に対応できる医療機関の整備を今

後、推進していくことが重要であり、このような医療機関として、公的な病院、

総合病院の精神科や精神科を有する特定機能病院が役割を担うことが考えられる。 

いずれの場合であっても、身体合併症対応については、地域の実情に応じ、精

神科救急医療施設と他科の医療機関との連携により支援し合う仕組みの構築が求

められる。 

このような中で、第８次医療計画においては、精神障害者の身体合併症に対応

できる医療機関を明確にする必要がある。また、精神障害者の身体合併症に対応

できる専門職の養成や多職種連携・多施設連携の推進のため、地域連携拠点機能

及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要がある。 

また、新型コロナウイルス感染症を含めた新興感染症について、定期的に外来

を受診又は在宅医療を受けている精神疾患を有する患者が新興感染症に罹患した

場合や、精神病床に入院した患者が新興感染症に罹患した場合等に対応が可能な

医療機関を明確にする必要がある。 

なお、都道府県で身体合併症について検討するに当たっては、別表５に示す指

標例のうち、（10）精神科救急で挙げた指標例に加え、「救命救急入院料精神疾患

診断治療初回加算を算定した医療機関数」、「精神科救急・合併症入院料又は精神

科身体合併症管理加算を算定した医療機関数」、「精神疾患診療体制加算又は精神

科疾患患者等受入加算を算定した医療機関数」、「精神科リエゾンチーム加算を算

定した医療機関数」、「救命救急入院料精神疾患診断治療初回加算を算定した患者

数」、「精神科救急・合併症入院料又は精神科身体合併症管理加算を算定した患者

数」、「精神疾患診療体制加算又は精神科疾患患者等受入加算を算定した患者数」

 
9 厚生労働科学研究「精神科医療、特に身体疾患や認知症疾患合併症例の対応に関する研究」（研究代表者 

黒澤尚）（平成 19 年度） 
10 厚生労働科学研究「精神科病棟における患者像と医療内容に関する研究」（研究代表者 保坂隆）（平成

18 年度） 
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及び「精神科リエゾンチーム加算を算定した患者数」について現状を把握した上

で課題を検討し、目標を設定することが望ましい。 

 

(12) 自殺対策 

（基本情報） 

警察庁の自殺統計原票を集計した結果によれば、我が国の自殺者数は平成22年

以降は10年連続で減少していたが、新型コロナウイルス感染症の流行下で自殺の

要因となる様々な状況等が悪化したことなどにより、令和２年に増加に転じた。

令和４年の自殺者数は21,881人となり、対前年比では874人（約4.2％）の増加と

なった11。男女別にみると、男性は13年ぶりの増加、女性は３年連続の増加とな

り、小中高生は514人と過去最多となった11。また、日本の自殺死亡率は、主要国

の中で高い水準にあり、依然として厳しい状況にある。特に、年代別の死因順位

をみると、10～39歳の各年代の死因の第１位は自殺となっている12。 

（政策動向） 

平成 18 年６月に自殺対策基本法（平成 18 年法律第 85 号）が成立し、自殺対

策基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として自殺総合対策大綱

（平成 19 年６月８日閣議決定）を策定し、その下で自殺対策を総合的に推進し

てきた。また、地域レベルの実践的な取組による生きることの包括的な支援を行

い、自殺対策を総合的かつ効果的に更に推進するため、平成 28 年３月に「自殺

対策基本法の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 11 号。以下「改正法」と

いう。）が成立し、同年４月１日に施行された。改正法においては、基本的施策

が拡充され、良質かつ適切な精神医療が提供される体制の整備や多職種連携の推

進等が新たに規定された。更に、自殺を巡る実態を踏まえ、第４次「自殺総合対

策大綱」（令和４年 10 月 14 日閣議決定）が策定され、子ども・若者、女性の自

殺対策の強化など総合的な自殺対策のさらなる推進等が新たに規定された。 

厚生労働省は、平成 20 年度より「自殺未遂者ケア研修」として、知識及び技

術の普及を目的に、医師等を対象とした研修を実施しており、さらに、平成 30

年度からは自殺未遂者等支援拠点医療機関整備事業を開始している。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、自殺対策に対応できる医療機関を明確にする必要

がある。また、自殺対策に対応できる専門職の養成や多職種連携・多施設連携の

推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要があ

る。加えて、以下の２点について留意されたい。 

① 自殺の大きな危険因子であるうつ病について、早期発見、早期治療に結びつ

ける取組に併せて、精神科医療提供体制の充実や、地域の精神科医療機関を含

めた保健・医療・福祉・労働・教育・警察等の関係機関・関係団体のネットワ

ークの構築を図ること。 

② 精神科救急医療体制の充実を通じた自殺未遂者に対する良質かつ適切な治療

の実施、かかりつけ医等の精神疾患の診断・治療技術の向上、かかりつけ医か

ら専門医につなげる医療連携体制の整備を推進すること。 

 
11 厚生労働省自殺対策推進室、警察庁生活安全局生活安全企画課「令和４年中における自殺の状況」（令和

５年３月 14 日） 
12 厚生労働省「自殺対策白書」（令和４年度版） 
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なお、都道府県で自殺対策について検討するに当たっては、別表５に示す指標

例に関連して、「救急患者精神科継続支援料を算定した医療機関数」、「救命救

急入院料精神疾患診断治療初回加算を算定した医療機関数」、「救急患者精神科

継続支援料を算定した患者数」及び「救命救急入院料精神疾患診断治療初回加算

を算定した患者数」について現状を把握した上で課題を検討し、目標を設定する

ことが望ましい。 

 

(13) 災害精神医療 

① 災害派遣精神医療チーム（DPAT：Disaster Psychiatric Assistance Team） 

（基本情報） 

令和５年１月時点で、全国 46 都道府県において災害派遣精神医療チーム

（DPAT）先遣隊が整備されている。 

（政策動向） 

平成 27 年７月の防災基本計画の一部修正において、厚生労働省及び都道府県

は、災害派遣精神医療チーム（DPAT）の整備に努めるものとされている。厚生労

働省では、DPAT 体制整備事業を通じて、DPAT の平時の訓練と、自治体への技術

的支援、災害発生時の迅速かつ適切な連絡調整等の体制整備を行っている。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、災害精神医療に対応できる医療機関を明確にする

必要がある。また、災害精神医療に対応できる専門職の養成や多職種連携・多施

設連携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る

必要がある。その際、｢DPAT 体制整備事業｣を参考にしつつ、｢DPAT 先遣隊登録機

関｣を活用すること。なお、検討に当たっては、DPAT の業務として、令和４年 12

月に成立した「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（令

和４年法律第 96 号。以下「令和４年改正法」という。）における DPAT の法定化

の施行に向け、新興感染症への対応が明確にされることも踏まえること。 

また、都道府県で災害精神医療について検討するに当たっては、別表５に示す

指標例に関連して、「DPAT先遣隊登録機関数」について現状を把握した上で課題

を検討し、目標を設定することが望ましい。 

② 災害拠点精神科病院 

（基本情報） 

令和５年１月時点で、全国 22 都府県において災害拠点精神科病院が整備され

ている。 

（政策動向） 

「災害拠点精神科病院の整備について」（令和元年６月 20日付け医政発 0620第

８号厚生労働省医政局長・障発 0620 第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部長通知）により、災害拠点精神科病院については人口規模や地理的条件、都

道府県における精神科医療の提供体制の実態などを考慮し、都道府県ごとに必要

な数の整備を行っている。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

令和５年１月時点で、25道府県において災害拠点精神科病院が未整備の状況で

あるため、第８次医療計画においては、人口規模や地理的条件、都道府県におけ

る精神科医療の提供体制の実態などを考慮しながら、県内において少なくとも１

医療機関の指定を行うこと。 
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(14) 医療観察法における対象者への医療 

（基本情報） 

平成 17 年７月の心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観

察等に関する法律（平成 15 年法律第 110 号。以下「医療観察法」という。）施

行から令和２年 12 月末までの地方裁判所の当初審判における入院処遇決定は

3,695件、通院処遇決定は 678件となっている13。令和４年４月１日時点における

入院者数は 818名であり、その疾病別内訳は、統合失調症等（F2）が約 83.4％、

次いで精神作用物質使用による精神および行動の障害（F1）及び気分障害（F3）

が約 10.6％である14。 

（政策動向） 

指定入院医療機関は、予備病床を含めて全国で 800 床程度、指定通院医療機関

は各都道府県の人口 100 万人当たり２～３か所程度、全国で 382 か所を目標とし

て整備を進めてきた。令和４年４月１日時点における指定入院医療機関は全国で

34か所、予備病床を含めて 850床と目標を達成しているが、指定入院医療機関が

近隣にない地域が存在している。また、令和４年４月１日時点における指定通院

医療機関は全国で 689 か所（597 病院、92 診療所）あり、必要数を満たしている

が、引き続き、対象者の住み慣れた地域からアクセスが容易な指定通院医療機関

を確保していく必要がある。 

平成 24 年度より、指定入院医療機関の医療の質の向上及び均てん化を図り、

医療観察法対象者の早期の社会復帰を実現するため、指定入院医療機関に従事す

る多職種チームが相互に指定入院医療機関を訪問し、医療体制等の評価や、課題

への助言等の技術交流を行う「心神喪失者等医療観察法指定入院医療機関医療評

価・向上事業」を実施している。 

（医療提供体制に関する検討課題） 

第８次医療計画においては、医療観察制度に基づく通院医療に対応できる医療

機関を明確にするとともに、入院医療において治療抵抗性統合失調症治療薬を使

用している対象者が円滑に退院できるように、治療抵抗性統合失調症治療薬の使

用可能な指定通院医療機関の一層の確保を図る必要がある。 

なお、都道府県で医療観察法における対象者への医療について検討するに当た

っては、別表５に示す指標例に関連して、「指定通院医療機関数」及び「指定通

院医療機関の患者数」について現状を把握した上で課題を検討し、目標を設定す

ることが望ましい。 

 

２ 精神疾患の医療体制 

令和２年における精神病床を有する病院数は 1,622 病院であり、このうち精神病床

のみを有する精神科病院数は 1,059 病院である15。令和２年における精神病床数は 32

万 4,481床 15であり、平成 26年の 33万 8,174床16から減少している。 

令和２年における精神科・神経科・心療内科を主たる診療科とする精神科等診療所

数は 4,399診療所 15であり、平成 26年の 3,890診療所 16から増加している。 

 
13 法務省「犯罪白書」（令和３年度版） 
14 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課調べ 
15 厚生労働省「医療施設調査」（令和２年） 
16 厚生労働省「医療施設調査」（平成 26 年） 
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令和２年における精神科及び心療内科を主たる診療科とする精神科等医師数は１万

7,375 人17であり、平成 26 年の１万 6,090 人18から増加している。平成 26 年と令和２

年とを比較すると、病院に勤務する精神科等医師数の増加割合は約 1.06 倍であるの

に対し、診療所で勤務する精神科等医師数の増加割合は約 1.13 倍と、診療所に勤務

する精神科等医師数の方が増加している。 

令和３年における精神科訪問看護を実施した施設は 6,449 施設19であり、平成 29 年

の 4,060 施設20から増加している。令和３年における精神科訪問看護を実施した訪問

看護ステーションの割合は 38.6％19であり、平成 29年の 32.5％20から増加している。 

 

第２ 医療体制の構築に必要な事項 

１ 目指すべき方向 

前記「第１ 精神疾患の現状」を踏まえ、行政と医療、障害福祉サービス、介護サ

ービス等の顔の見える連携を推進し、精神保健医療福祉上のニーズを有する方が、そ

の意向やニーズに応じ、切れ目なくこれらのサービスを利用し、安心してその人らし

い地域生活を送ることができるよう、地域における多職種・多機関が有機的に連携す

る体制の構築を進める必要がある。具体的には、以下のとおりである。 

① 精神科医療の提供体制の充実には、精神保健に関する「本人の困りごと等」へ

の支援を行う平時の対応を充実する観点と、精神科救急医療体制整備をはじめと

する精神症状の急性増悪や精神疾患の急性発症等による患者の緊急のニーズへの

対応を充実する観点が必要である。平時においては、かかりつけの医療機関に通

院し、障害福祉・介護その他のサービスを利用しながら、本人の希望に応じた暮

らしを支援するとともに、患者の緊急のニーズへの対応においては、入院治療

（急性期）へのアクセスに加え、受診前相談や入院外医療（夜間・休日診療、電

話対応、在宅での診療、訪問看護等）について、都道府県等が精神科病院、精神

科訪問看護を行う訪問看護事業所等と連携しながら必要な体制整備に取り組むこ

とが望ましい。 

② また、精神障害の有無や程度にかかわらず、地域で暮らす全ての人が、必要な

時に適切なサービスを受けられるよう、精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築を推進する観点から、医療計画、障害福祉計画、介護保険事業（支援）

計画が相互に緊密に連携し、医療、障害福祉・介護、住まい、就労等の社会参加、

地域の助け合い、教育・普及啓発が包括的に確保された体制を整備していくこと

が重要となる。 

なお、精神病床における隔離・身体的拘束は、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律上、精神科実務経験を有し法律等に関する研修を修了した精神保健指定医の専

門的知見に基づき、代替方法によることは困難であり、医療・保護を図る上でやむを

得ないと判断された場合に、必要最小限の範囲で行われるものであるが、隔離・身体

的拘束の最小化に対する取組が求められていることから、医療計画においても、こう

した観点を踏まえることは重要であり、別表５に示す指標例のうち、「隔離指示件数」、

「身体的拘束指示件数」を参考にすることが望ましい。 

 
17 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」（令和２年） 
18 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成 26 年） 
19 厚生労働科学研究「持続可能で良質かつ適切な精神医療とモニタリング体制の確保に関する研究」（研究

代表者 竹島正）（令和３年） 
20 厚生労働科学研究「精神科医療提供体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者 山之内芳雄）

（平成 29 年） 
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２ 各医療機能と連携 

前記「１ 目指すべき方向」を踏まえ、精神疾患の医療体制に求められる医療機能

を下記(1)から(3)に示す。 

都道府県は、多様な精神疾患等ごとに各医療機能の内容（目標、医療機関に求めら

れる事項）について、地域の実情に応じて柔軟に設定する。 

(1) 地域精神科医療提供機能 

① 目標 

・ 患者本位の精神科医療を提供すること 

・ ICF（国際生活機能分類 WHO2001 年：International Classification of 

Functioning, Disability and Health）の基本的考え方を踏まえながら多職種

協働による支援を提供すること 

・ 地域の保健医療福祉介護の関係機関との連携・協力を行うこと 

② 医療機関に求められる事項（例） 

・ 患者の状況に応じて、適切な精神科医療（外来医療、訪問診療を含む。）を

提供するとともに、精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連絡体制を確保す

ること 

・ 精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、公認心理師等の

多職種によるチームによる支援体制を作ること 

・ 医療機関（救急医療、周産期医療を含む。）、障害福祉サービス事業所、相談

支援事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等と連携し、生活の

場で必要な支援を提供すること 

(2) 地域連携拠点機能 

① 目標 

・ 患者本位の精神科医療を提供すること 

・ ICFの基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること 

・ 地域の保健医療福祉介護の関係機関との連携・協力を行うこと 

・ 医療連携の地域拠点の役割を果たすこと 

・ 情報収集発信の地域拠点の役割を果たすこと 

・ 人材育成の地域拠点の役割を果たすこと 

・ 地域精神科医療提供機能を支援する役割を果たすこと 

② 医療機関に求められる事項（例） 

・ 患者の状況に応じて、適切な精神科医療（外来医療、訪問診療を含む。）を

提供するとともに、精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連絡体制を確保す

ること 

・ 精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、公認心理師等の

多職種によるチームによる支援体制を作ること 

・ 医療機関（救急医療、周産期医療を含む。）、障害福祉サービス事業所、相談

支援事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等と連携し、生活の

場で必要な支援を提供すること 

・ 地域連携会議の運営支援を行うこと 

・ 積極的な情報発信を行うこと 

・ 多職種による研修を企画・実施すること 

・ 地域精神科医療提供機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性

精神疾患・処遇困難事例の受入対応を行うこと 
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(3) 都道府県連携拠点機能 

① 目標 

・ 患者本位の精神科医療を提供すること 

・ ICFの基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること 

・ 地域の保健医療福祉介護の関係機関との連携・協力を行うこと 

・ 医療連携の都道府県拠点の役割を果たすこと 

・ 情報収集発信の都道府県拠点の役割を果たすこと 

・ 人材育成の都道府県拠点の役割を果たすこと 

・ 地域連携拠点機能を支援する役割を果たすこと 

② 医療機関に求められる事項（例） 

・ 患者の状況に応じて、適切な精神科医療（外来医療、訪問診療を含む。）を

提供するとともに、精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連絡体制を確保す

ること 

・ 精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、公認心理師等の

多職種によるチームによる支援体制を作ること 

・ 医療機関（救急医療、周産期医療を含む。）、障害福祉サービス事業所、相談

支援事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等と連携し、生活の

場で必要な支援を提供すること 

・ 地域連携会議を運営すること 

・ 積極的な情報発信を行うこと 

・ 専門職に対する研修プログラムを提供すること 

・ 地域連携拠点機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性精神疾

患・処遇困難事例の受入対応を行うこと 

 

第３ 構築の具体的な手順 

１ 現状の把握 

都道府県は、精神疾患の医療体制を構築するに当たって、(1)及び(2)に示す項目を

参考に、患者動向、医療資源及び医療連携等について、現状を把握すること。 

さらに、(3)に示す、ストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに分類された指

標例により、数値で客観的に現状を把握すること。 

なお、(1) 及び(2)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他

必要に応じて調査を追加されたい。 

(1) 患者動向に関する情報 

・ こころの状態（国民生活基礎調査） 

・ 精神疾患を有する総患者数の推移（入院外来別内訳、年齢階級別内訳、疾病別

内訳）（患者調査、精神保健福祉資料21） 

・ 精神病床における入院患者数の推移（年齢階級別内訳、疾患別内訳、在院期間

別内訳、入院形態別内訳）（患者調査、精神保健福祉資料） 

・ 精神病床における早期退院率（精神保健福祉資料） 

・ ３か月以内再入院率（精神保健福祉資料） 

・ 自殺死亡率（人口動態統計、都道府県別年齢調整死亡率（業務・加工統計）） 

(2) 医療資源・連携等に関する情報 

 
21 国立精神・神経医療研究センターが公開している、厚生労働科学研究に基づくデータ 
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・ 従事者数、医療機関数（病院報告、医療施設調査、医師・歯科医師・薬剤師統

計、精神保健福祉資料） 

・ 往診・訪問診療を提供する精神科病院・診療所数（医療施設調査、精神保健福

祉資料） 

・ 精神科訪問看護を提供する病院・診療所数（医療施設調査、精神保健福祉資料） 

・ 精神科救急医療施設数（事業報告） 

・ 精神医療相談窓口及び精神科救急情報センターの開設状況（事業報告） 

・ 医療観察法指定通院医療機関数 

・ かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者数（事業報告） 

・ 認知症サポート医養成研修修了者数（事業報告） 

・ 認知症疾患医療センターの指定数（事業報告） 

・ 認知症疾患医療センター鑑別診断件数（事業報告） 

(3) 指標による現状把握 

別表５に掲げるような、ストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに分類され

た指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握し、医療計画に記載す

ること。 

 

２ 圏域の設定 

(1) 都道府県は、精神疾患の医療体制を構築するに当たって、「第２ 医療体制の構

築に必要な事項」を基に、前記「１ 現状の把握」で収集した情報を分析し、多様

な精神疾患等ごとに求められる医療機能を明確にして、精神疾患患者の病期及び状

態に応じて、求められる医療機能を明確にして、圏域（精神医療圏）を設定するこ

と。 

(2) 医療機能を明確化するに当たって、ひとつの施設が複数の機能を担うこともあり

得る。 

(3) 圏域（精神医療圏）を設定するに当たっては、患者本位の医療を実現していける

よう、二次医療圏を基本としつつ、それぞれの医療機能及び地域の医療資源等の実

情を勘案して弾力的に設定すること。 

(4) 検討を行う際には、地域医師会等の医療関係団体、現に精神疾患の診療に従事す

る者、消防防災主管部局、福祉関係団体、住民・患者及びその家族、市町村等の各

代表が参画すること。 

 

３ 連携の検討 

(1) 都道府県は、精神疾患の医療体制を構築するに当たって、多様な精神疾患等ごと

に、患者本位の医療を提供できるよう、精神科医療機関、その他の医療機関、保

健・福祉等に関する機関、福祉・介護サービス施設及び事業所、ハローワーク、地

域障害者職業センター、地域包括支援センター、認知症地域支援推進員、若年性認

知症支援コーディネーター等の地域の関係機関の連携が醸成されるよう配慮するこ

と。 

また、精神科医療機関、その他の医療機関、消防機関、地域医師会、保健・福祉

等に関する機関等の関係者は、診療技術や知識の共有、診療情報の共有、連携する

医療機関・保健・福祉等に関する機関・医師等専門職種の情報の共有に努めること。 

さらに、都道府県は、多様な精神疾患等ごとに対応できる医療機関を明確にする

とともに、専門職の養成や多職種連携・多施設連携の推進のため、地域連携拠点機

能及び都道府県連携拠点機能の強化を図るように努めること。この際、多様な精神
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疾患等ごとに都道府県連携拠点機能を有する医療機関が１箇所以上あることが望ま

しい。 

(2) 保健所は、「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」の規定に基づき、また、

「医療計画の作成及び推進における保健所の役割について」を参考に、医療連携の

円滑な実施に向けて、地域医師会等と連携して医療機関相互の調整を行うなど、積

極的な役割を果たすこと。 

また、精神保健福祉センターにおいては、「精神保健福祉センター運営要領につ

いて」（平成８年１月 19 日付け健医発第 57 号厚生労働省保健医療局長通知）を参

考に、精神保健福祉関係諸機関と医療機関等との医療連携の円滑な実施のため、精

神保健に関する専門的立場から、保健所及び市町村への技術指導や技術援助、関係

諸機関と医療機関等との調整を行うなど、積極的な役割を果たすこと。 

(3) 医療計画には、原則として、多様な精神疾患等ごとに各医療機能を担う関係機関

（病院、診療所、訪問看護事業所等）の名称を記載すること。ひとつの関係機関が

複数疾患の医療機能を担うこともある。可能な限り住民目線の分かりやすい形式で

とりまとめ、周知に努めること。 

 

４ 課題の抽出 

都道府県は、「第２ 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「１ 現状の把握」

で収集した情報や指標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、

精神疾患に係る地域の医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載すること。 

その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関連性も

考慮し、多様な精神疾患等ごとの医療機能も踏まえ、可能な限り精神医療圏ごとに課

題を抽出すること。 

 

５ 数値目標 

都道府県は、精神疾患に係る良質かつ適切な医療を提供する体制について、事後に

定量的な比較評価を行えるよう、「４ 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地

域の実情に応じた目標項目やその数値目標、目標時期について別表５を踏まえて設定

し、医療計画に記載すること。 

目標時期については、基準病床数の算定において令和８年を設定時期としているこ

とに留意すること。 

また、数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、

基本方針第十一に掲げる諸計画に定められる目標を反映するものとし、特に、別表５

にアウトカムとして示す項目のうち、「精神病床における入院後３、６、12か月時点

の退院率」、「精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域での平均生活日数」、

「精神病床における慢性期（１年以上）入院患者数（65 歳以上・65 歳未満別）」に

ついては、障害福祉計画においても成果目標として設定されていることから、当該数

値との整合に留意すること。 

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に精神医療圏の課題を解決

するために必要な目標を設定すること。 

 

６ 施策 

数値目標の達成には、課題に応じた施策・事業を実施することが重要である。都道

府県は、「４ 課題の抽出」に対応するよう「５ 数値目標」で設定した目標を達成

するために行う施策・事業について、医療計画に記載すること。 
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７ 評価 

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこ

とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を

行う組織や時期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策・事業の進捗状況の

評価については、１年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状

把握に用いた指標の状況について、少なくとも３年ごとに調査、分析及び評価を行い、

必要があるときは、都道府県はその医療計画を変更すること。 

 

８ 公表 

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況

を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策

やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表すること。その際、広く住民に周知を図

るよう努めること。 



別表５　精神疾患の医療体制構築に係る現状把握のための指標例

保健所保健福祉サービス調整推進会議の開催回数 救急患者精神科継続支援料を算定した医療機関数
各疾患、領域【※】それぞれについて、入院診療を行っている精神

病床を持つ医療機関数
てんかん支援拠点病院数

●
都道府県及び市町村における精神保健福祉の相談支援に専従して

いる職員数
●

精神科救急医療機関数（病院群輪番型、常時対応型、外来対応施設
及び身体合併症対応施設）

各疾患、領域【※】それぞれについて、外来診療を行っている医療
機関数

依存症専門医療機関のうち依存症治療拠点機関の数

心のサポーター養成研修の実施回数 DPAT先遣隊登録機関数 ●
精神科救急・合併症入院料又は精神科身体合併症管理加算を算定し

た医療機関数
● 摂食障害支援拠点病院数

認知症サポート医養成研修修了者数 救命救急入院料精神疾患診断治療初回加算を算定した医療機関数
精神疾患診療体制加算又は精神科疾患患者等受入加算を算定した医

療機関数
● 指定通院医療機関数

精神科救急急性期医療入院料を算定した医療機関数 ● 精神科リエゾンチーム加算を算定した医療機関数 高次脳機能障害支援拠点機関数

在宅精神療法又は精神科在宅患者支援管理料を算定した医療機関数 ● 閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を実施した医療機関数 認知症疾患医療センターの指定医療機関数

精神科訪問看護・指導料を算定している又は精神科訪問看護基本療
養費の届出を行っている施設数

認知療法・認知行動療法を算定した医療機関数

認知症ケア加算を算定した医療機関数

● 児童・思春期精神科入院医療管理料を算定した医療機関数

保健所保健福祉サービス調整推進会議の参加機関・団体数 精神科救急医療体制整備事業における入院件数 各疾患、領域【※】それぞれについての入院患者数 認知症疾患医療センターの鑑別診断数

● 都道府県及び市町村における精神保健福祉の相談支援の実施件数 精神科救急医療体制整備事業における受診件数 各疾患、領域【※】それぞれについての外来患者数 指定通院医療機関の患者数

心のサポーター養成研修の修了者数 救急患者精神科継続支援料を算定した患者数
精神科救急・合併症入院料又は精神科身体合併症管理加算を算定し

た患者数
てんかん支援拠点病院における紹介患者数及び逆紹介患者数

かかりつけ医うつ病対応力向上研修の修了者数 救命救急入院料精神疾患診断治療初回加算を算定した患者数
精神疾患診療体制加算又は精神科疾患患者等受入加算を算定した患

者数
依存症専門医療機関のうち依存症治療拠点機関における紹介患者数

及び逆紹介患者数

かかりつけ医認知症対応力向上研修の修了者数 在宅精神療法又は精神科在宅患者支援管理料を算定した患者数 精神科リエゾンチーム加算を算定した患者数 摂食障害支援拠点病院における紹介患者数及び逆紹介患者数

●
精神科訪問看護・指導料又は精神科訪問看護指示料を算定した患者

数
閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を実施した患者数

精神疾患の救急車平均搬送時間 認知療法・認知行動療法を算定した患者数

隔離指示件数

身体的拘束指示件数

児童・思春期精神科入院医療管理料を算定した患者数

統合失調症患者における治療抵抗性統合失調症治療薬の使用率

●

●

●

●

普及啓発、相談支援 地域における支援、危機介入 診療機能 拠点機能

プロセス

ストラク
チャー

【※】統合失調症、うつ・躁うつ病、認知症、児童・思春期精神疾患（知的障害、発達障害含む）、アルコール・薬物・ギャンブル等依存症、ＰＴＳＤ、摂食障害、てんかん

令和４年度厚生労働科学研究「良質な精神保健医療福祉の提供体制構築を目指したモニタリング研究」研究報告書からの引用

アウトカム

精神病床における入院後3,6,12ヶ月時点の退院率

精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域での平均生活日数(地域平均生活日数)

精神病床における急性期・回復期・慢性期入院患者数（65歳以上・65歳未満別）

精神病床における新規入院患者の平均在院日数

（●は重点指標）


